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１ 統計調査の審査状況 
（総括表） 
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１ 指定統計調査の承認 

指定統計調査の名称 承認年月日 承 認 事 項 の 主 な 変 更 申 請 者

石油製品需給動態

統計調査 

20.1.16 ○ フレキシブルディスクによる調査票の提出

実績がないため、フレキシブルディスクに関

連する記載を削除する。 

経済産業大臣
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２ 承認統計調査の承認 

承 認 番 号 承認年月日 統 計 調 査 の 名 称 申 請 者

No．27147 

（旧 No．     ) 
H20.1.7 

サービス産業動向調査 

（サービス産業動向調査１か月目用調査票） 
総務大臣 

No．27148 

（旧 No．     ) 
H20.1.7 

サービス産業動向調査 

（サービス産業動向調査月次調査票） 
総務大臣 

No．27149 

（旧 No．25921) 
H20.1.9 

繊維流通統計調査 

（繊維原料月報） 
経済産業大臣

No．27150 

（旧 No．25922) 
H20.1.9 

繊維流通統計調査 

（糸月報） 
経済産業大臣

No．27151 

（旧 No．25923) 
H20.1.9 

繊維流通統計調査 

（織物月報） 
経済産業大臣

No．27152 

（旧 No．23173) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（里親委託児童票） 
厚生労働大臣

No．27153 

（旧 No．23174) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（児童養護施設入所児童票（施設長記入用）） 
厚生労働大臣

No．27154 

（旧 No．23175) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（児童養護施設入所児童票） 
厚生労働大臣

No．27155 

（旧 No．23176) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（情緒障害児短期治療施設入所児童票） 
厚生労働大臣

No．27156 

（旧 No．23177) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（児童自立支援施設入所児童票（施設長記入用）） 
厚生労働大臣

No．27157 

（旧 No．23178) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（児童自立支援施設入所児童票） 
厚生労働大臣

No．27158 

（旧 No．23179) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（乳児院入所児童票） 
厚生労働大臣

No．27159 

（旧 No．23180) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（母子生活支援施設票（世帯用）） 
厚生労働大臣

No．27160 

（旧 No．23181) 
H20.1.9 

児童養護施設入所児童等調査 

（母子生活支援施設票（児童用）） 
厚生労働大臣

No．27161 

（旧 No．26912) 
H20.1.11 

通信産業基本調査 

（通信産業基本調査調査票（電気通信事業用）） 
総務大臣 

No．27162 

（旧 No．26913) 
H20.1.11 

通信産業基本調査 

（通信産業基本調査調査票（放送事業用）） 
総務大臣 

No．27163 

（旧 No．26914) 
H20.1.11 

通信産業基本調査 

（通信産業基本調査調査票（有線テレビジョン放送事業

用）） 

総務大臣 

No．27164 

（旧 No．26916) 
H20.1.11 

通信産業基本調査 

（通信産業基本調査調査票（インターネット附随サービス

業用）） 

総務大臣 
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No．27165 

（旧 No．26191) 
H20.1.22 

病院報告 

（病院報告（患者票）） 
厚生労働大臣

No．27166 

（旧 No．26836) 
H20.1.23 

建設労働需給調査 

（建設労働需給調査票） 
国土交通大臣

No．27167 

（旧 No．25880) 
H20.1.29 

駐留軍関係離職者帰すう状況調査 

（駐留軍関係離職者帰すう状況調査票〔Ａ票・Ｂ票〕） 
防衛大臣 

No．27168 

（旧 No．23591) 
H20.1.29 

貴金属流通統計調査 

（貴金属流通統計調査票（金地金用）） 
経済産業大臣

No．27169 

（旧 No．23592) 
H20.1.29 

貴金属流通統計調査 

（貴金属流通統計調査票（プラチナ用）） 
経済産業大臣

No．27170 

（旧 No．23593) 
H20.1.29 

貴金属流通統計調査 

（貴金属流通統計調査（パラジウム用）） 
経済産業大臣

No．27171 

（旧 No．25914) 
H20.1.29 

非鉄金属海外鉱等受入調査 

（非鉄金属海外鉱等受入調査票） 
経済産業大臣

No．27172 

（旧 No．25918) 
H20.1.29 

レアメタル生産動態統計調査 

（レアメタル月報） 
経済産業大臣

No．27173 

（旧 No．26803) 
H20.1.29 

自動車燃料消費量調査 

（営業用貨物車調査票（第１号様式）） 
国土交通大臣

No．27174 

（旧 No．26804) 
H20.1.29 

自動車燃料消費量調査 

（営業用旅客車調査票（第２号様式）） 
国土交通大臣

No．27175 

（旧 No．26805) 
H20.1.29 

自動車燃料消費量調査 

（自家用小型自動車調査票（第３号様式）） 
国土交通大臣

No．27176 

（旧 No．26806) 
H20.1.29 

自動車燃料消費量調査 

（自家用普通自動車調査票（第４号様式）） 
国土交通大臣

No．27177 

（旧 No．     ) 
H20.1.31 

配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 

（調査票（国，地方公共団体等の実務者（相談，保護等担

当職員）の方用）） 

総務大臣 

No．27178 

（旧 No．     ) 
H20.1.31 

配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 

（調査票（地方公共団体の実務者（公営住宅，住民基本台

帳等担当職員の方用））） 

総務大臣 

No．27179 

（旧 No．     ) 
H20.1.31 

配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 

（調査票（民間団体の担当者の方用）） 
総務大臣 

No．27180 

（旧 No．     ) 
H20.1.31 

配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 

（調査票（被害にあわれた方用）） 
総務大臣 
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３ 届出統計調査の受理 

（1） 新規 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

108001 H20.1.17 高齢者保健福祉計画策定に係るニーズ調査 姫路市長 

108002 H20.1.25 看護職員及び看護業務に関する調査 福島県知事 

108003 H20.1.25 推計人口調査 愛媛県知事 

108004 H20.1.30 生活関連商品の価格動向等の緊急調査 東京都知事 

 

（2） 変更 

整 理 番 号 受理年月日 統 計 調 査 の 名 称 届 出 者 

208001 H20.1.15 東京都生計分析調査試験調査 東京都知事 

208002 H20.1.22 国家公務員死因調査 人事院総裁 

208003 H20.1.22 畜産関係調査 神戸市長 

208004 H20.1.31 生産動態統計調査 岩手県知事 
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２ 指 定 統 計 調 査 の 承 認 
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指定統計調査の承認 

【調査名】 石油製品需給動態統計調査 

【承認年月日】 平成２０年１月１６日 

【指定番号】 ５１ 

【実施機関】 資源エネルギー庁資源・燃料部政策課 

【目 的】 石油製品の需給の実態を明らかにする。 

【沿 革】 この調査は，石油製品の需給の実態を明らかにすることを目的として昭和２７年４月から開始され

た。調査対象は石油製品の製造業者，輸入業者，販売業者及び消費者である。なお昭和２７年９月から

石油製品を消費する運輸業を調査対象としたが，これについては昭和２８年４月以降調査が行われてい

ない。調査対象の増加に伴い昭和３６年からは販売業者について標本調査方式が採用され，３年ごとに

標本指定替えが行われており，現在は平成４年に実施した母集団調査に基づき抽出された事業所により

調査が行われている。 

 昭和５４年には，一部調査事項の削除及び細分化を行い，平成３年には，調査票の名称変更等を行

い，平成１２年には，新世代統計システムへの対応を行い，インターネットを活用したオンラインでの

申告が開始され，さらに平成１４年１月分の調査からは，調査対象範囲の変更，調査対象数の削減及び

調査事項の変更等が行われている。 

【調査の構成】 １－石油製品製造業者・輸入業者月報（その１～４），２－石油製品販売業者月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「エネルギー生産・需給統計月報」，「エ

ネルギー生産・需給統計年報」（翌々月，翌年８月，経済産業調査会発行）及び経済産業省ホーム

ページ （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－石油製品製造業者・輸入業者月報（その１～４） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）石油製品の製造業者，輸入業者（石油の備蓄の確保等

に関する法律の第２条第７項に規定する特定石油販売業者）に属する事業所及び原油の直接受入を

行う事業所 （抽出枠）事業所名簿（経済産業省作成） 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３８０ （配布）一部オンライン （取集）一部オンライン （記
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入）自計 （把握時）調査月の翌月１２日 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末 

【調査事項】 品種別１．月間受入量，２．月間払出量，３．月末在庫量，４．販売量（消費者・販売業者向）

明細，５．国別輸入・輸出量，６．ボンド輸入，７．原油（油種別）の受入，消費，出荷，転送，

月末在庫 

※ 

【調査票名】 ２－石油製品販売業者月報 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）石油製品の販売業者 （抽出枠）石油製品販売事業所

実態調査 

【調査方法】 （選定）全数及び無作為抽出 （客体数）４，０００ （配布）一部オンライン （取集）一部

オンライン （記入）自計 （把握時）月間，月末現在 （系統）通商産業省→通商産業局→調査

員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月末 

【調査事項】 品種別１．月初在庫量，２．月間受入量，３．月間払出量，４．月末在庫量，５．産業別販売

量，６．用途向販売量（液化石油ガスのみ） 
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３ 承 認 統 計 調 査 の 承 認 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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承認統計調査の承認 

【調査名】 サービス産業動向調査 

【実施機関】 総務省統計局統計調査部経済統計課 

【目 的】 我が国におけるサービス産業全体の動向を明らかにし，ＱＥを始めとする各種経済指標の精度向上等

に資することを目的とする。 

【調査の構成】 １－サービス産業動向調査１か月目用調査票，２－サービス産業動向調査月次調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査月の翌々月（平成

２１年１０月分集計完了時から公表開始） （表章）全国 

【経 費】 ４６０，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－サービス産業動向調査１か月目用調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１４７ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）上記地域的範囲に所在する，「Ｈ情報通信業」，「Ｉ

運輸業」，「Ｌ不動産業」，「Ｍ飲食店，宿泊業」，「Ｎ医療，福祉」，「Ｏ教育，学習支援

業」，「Ｑサービス業（他に分類されないもの）」を主事業とする事業所 （抽出枠）平成１８年

事業所・企業統計調査の事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３９，０００／母２，８１０，０００ （配布）郵送・調査

員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）調査月末 （系

統）総務省→民間調査機関→調査員（郵送・オンライン調査の場合は経由しない）→報告者 

【周期・期日】 （周期）各調査客体の１か月目のみ （実施期日）２０日 

【調査事項】 １．経営組織及び資本金等の額，２．事業所の月末の従業者数及び内訳［調査前月］，３．事業

所の月末の従業者数及び内訳［調査月］，４．事業所の月間売上高（収入額）［調査前月］，５．

事業所の月間売上高（収入額）［調査月］，６．事業所の主な事業の種類 

※ 
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【調査票名】 ２－サービス産業動向調査月次調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月７日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１４８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）上記地域的範囲に所在する，「Ｈ情報通信業」，「Ⅰ

運輸業」，「Ｌ不動産業」，「Ｍ飲食店，宿泊業」，「Ｎ医療，福祉」，「Ｏ教育，学習支援

業」，「Ｑサービス業（他に分類されないもの）」を主事業とする事業所 （抽出枠）平成１８年

事業所・企業統計調査の事業所の名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３９，０００／母２，８１０，０００ （配布）郵送・調査

員・オンライン （取集）郵送・調査員・オンライン （記入）自計 （把握時）調査月末 （系

統）総務省→民間調査機関→調査員（郵送・オンライン調査の場合は経由しない）→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）２０日 

【調査事項】 １．事業所の月末の従業者数及び内訳［調査月］，２．事業所の月間売上高（収入額）［調査

月］ 
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【調査名】 繊維流通統計調査 

【実施機関】 経済産業省製造産業局繊維課 

【目 的】 繊維原料の流通の実態を明らかにし，繊維原料に関する施策の基礎資料を得る。 

【沿 革】 本調査は，昭和２３年１１月以降，繊維流通統計調査（指定統計第１９号を作成するための調査）と

して実施されてきた。調査開始当初は，主に戦後の経済統制下における物資の割当て，配給監査のため

の基礎資料として利用されてきたが，その後，経済分析，個別産業の需給調整のための基礎資料へと利

用目的が変化してきた。平成１４年１月調査以降，承認統計調査として実施することとなり，現在に至

っている。 

【調査の構成】 １－繊維原料月報，２－糸月報，３－織物月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「繊維・生活用品月報」及び経済産業省の

ホームページ（調査の翌々月２５日） （表章）全国 

【経 費】 ２，６６６千円 

※ 

【調査票名】 １－繊維原料月報 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１４９ 調査票承認番号（旧）２５９２１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）繊維原料（綿花，羊毛，麻類，コットンリンターパル

プ，溶解パルプ，ビスコーススフ，合成繊維短繊維）を取り扱う卸売業者のうち，従業員４人以上

の事業所を有する企業。 （抽出枠）商業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）翌月

１８日 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１８日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの受入，２．各調査品目ごとの引渡，３．各調査品目ごとの月末在庫 

※ 

【調査票名】 ２－糸月報 
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【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５０ 調査票承認番号（旧）２５９２２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）糸（綿糸，毛糸，絹糸・絹紡糸，麻糸，人絹糸，ビスコ

ーススフ糸，アセテート長繊維，合成繊維糸）を取り扱う卸売業者のうち，資本金額又は出資金額

が１０００万円以上かつ従業員１０人以上の事業所を有する企業。 （抽出枠）商業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）翌

月１８日 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１８日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの受入，２．各調査品目ごとの引渡（需要者渡（輸出，小売商渡を含む），

その他），３．各調査品目ごとの月末在庫 

※ 

【調査票名】 ３－織物月報 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年２月２５日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５１ 調査票承認番号（旧）２５９２３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）繊物（綿織物，毛織物，絹織物，麻織物，ビスコース人

絹織物，ビスコーススフ織物，アセテート織物，合成繊維織物，毛布，タオル）を取り扱う卸売業

者のうち，従業員２０人以上の事業所を有する企業。 （抽出枠）商業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２１０ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）翌

月１８日 （系統）経済産業省→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１８日 

【調査事項】 １．各調査品目ごとの受入，２．各調査品目ごとの引渡（需要者渡（輸出，小売商渡を含む），

その他），３．各調査品目ごとの月末在庫 
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【調査名】 児童養護施設入所児童等調査 

【実施機関】 厚生労働省雇用均等・児童家庭局総務課 

【目 的】 家庭状況等主として環境上の理由により，児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号）に基づいて里親

に委託されている児童，児童養護施設，情緒障害児短期治療施設，児童自立支援施設及び乳児院に入所

している児童並びに母子生活支援施設に保護されている母子世帯の児童及びその保護者の実態を把握

し，児童福祉行政の推進のための基礎資料を得る。 

【沿 革】 本統計調査は，昭和４５年に開始され，昭和５２年以降は５年周期で実施されている。平成９年での

調査名は「養護施設入所児童等」であり，平成１４年の調査から現在の名称に変更された。 

【調査の構成】 １－里親委託児童票，２－児童養護施設入所児童票（施設長記入用），３－児童養護施設入所児

童票，４－情緒障害児短期治療施設入所児童票，５－児童自立支援施設入所児童票（施設長記入

用），６－児童自立支援施設入所児童票，７－乳児院入所児童票，８－母子生活支援施設票（世帯

用），９－母子生活支援施設票（児童用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」（集計終了後） （表

章）全国 

【経 費】 １３，８３３千円 

※ 

【調査票名】 １－里親委託児童票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５２ 調査票承認番号（旧）２３１７３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）里親に委託されている児童 （抽出枠）児童記録票，里

親登録簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１９６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→報告者（児童相談所

長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 
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【調査事項】 １．性別，２．出生年月，３．委託年月，４．委託経路，５．就学及び就職状況，６．心身の状

況，７．罹病傾向，８．特に指導上留意している点，９．児童の学習の状況，１０．学業の状況，

１１．通学状況，１２．里親委託される直前の家庭の保護者の状況，１３．実父の同別居等の区分

及び理由，１４．実母の同別居等の区分及び理由，１５．里親申込みの動機，１６．登録期間，１

７．登録種別，１８．世帯人員，１９．児童数，２０．委託児童数，２１．里父の有無及び年齢，

２２．里母の有無及び年齢，２３．仕事の種類，２４．里親家庭の年間所得（税込），２５．住宅

所有状況，２６．居室数，２７．養護問題発生理由，２８．被虐待経験の状況・種類，２９．現在

の家族との関係，家族との交流の頻度，３０．児童の今後の見通し 

※ 

【調査票名】 ２－児童養護施設入所児童票（施設長記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５３ 調査票承認番号（旧）２３１７４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）児童養護施設の入所児童 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５５８ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市→報告者（児童養護施設の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月，３．入所年月，４．入所経路，５．就学及び就職状況，６．心身の状

況，７．罹病傾向，８．特に指導上留意している点，９．児童の学習の状況，１０．学業の状況，

１１．通学状況，１２．保護者の状況，１３．世帯人員，１４．児童数，１５．課税状況，１６．

実父の同別居等の区分及び理由，１７．実母の同別居等の区分及び理由，１８．養護問題発生理

由，１９．被虐待経験の状況・種類，２０．現在の家族との関係，家族との交流の頻度，２１．児

童の今後の見通し 

※ 

【調査票名】 ３－児童養護施設入所児童票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５４ 調査票承認番号（旧）２３１７５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）中学３年生以上の児童養護施設入所児童 （抽出枠）児

童台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８，１００ （配布）郵送・調査員（施設長） （取集）郵送・調査

員（施設長） （記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市→児童養護施設→報告者（児童） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．年齢，２．性別，３．学年等，４．児童本人の生活行動経験（被虐待経験等を含む），５．

大切と思うこと，６．将来について，７．親身になってくれる友達の有無 

※ 

【調査票名】 ４－情緒障害児短期治療施設入所児童票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５５ 調査票承認番号（旧）２３１７６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）情緒障害児短期治療施設に入所している児童 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平成

２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市→報告者（情緒障害児短期治療施

設の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月，３．入所年月，４．入所経路，５．就学及び就職状況，６．心身の状

況，７．罹病傾向，８．特に指導上留意している点，９．児童の学習の状況，１０．学業の状況，

１１．通学状況，１２．保護者の状況，１３．世帯人員，１４．児童数，１５．課税状況，１６．

実父の同別居等の区分及び理由，１７．実母の同別居等の区分及び理由，１８．家庭の養護問題，

１９．被虐待経験の状況・種類，２０．現在の家族との関係，家族との交流の頻度，２１．児童の

今後の見通し 
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※ 

【調査票名】 ５－児童自立支援施設入所児童票（施設長記入用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５６ 調査票承認番号（旧）２３１７７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）児童自立支援施設の入所児童 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平成

２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市→報告者（児童自立支援施設の

長），厚生労働省→報告者（国立児童自立支援施設の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月，３．入所年月，４．入所経路，５．就学及び就職状況，６．心身の状

況，７．罹病傾向，８．特に指導上留意している点，９．児童の職業指導の状況，１０．学業の状

況，１１．保護者の状況，１２．世帯人員，１３．児童数，１４．課税状況，１５．実父の同別居

等の区分及び理由，１６．実母の同別居等の区分及び理由，１７．家庭の養護問題，１８．被虐待

経験の状況・種類，１９．現在の家族との関係，家族との交流の頻度，２０．児童の今後の見通し 

※ 

【調査票名】 ６－児童自立支援施設入所児童票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５７ 調査票承認番号（旧）２３１７８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）中学３年生以上の児童自立支援施設入所児童 （抽出

枠）児童台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，１００ （配布）郵送・調査員（施設長） （取集）郵送・調査

員（施設長） （記入）自計 （把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府

県・指定都市→児童自立支援施設→報告者（児童），厚生労働省→国立児童自立支援施設→報告者

（児童） 
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【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．年齢，２．性別，３．学年等，４．児童本人の生活行動経験（被虐待経験等を含む），５．

大切と思うこと，６．将来について，７．親身になってくれる友達の有無 

※ 

【調査票名】 ７－乳児院入所児童票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５８ 調査票承認番号（旧）２３１７９ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）乳児院の入所児童 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１１９ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市→報告者（乳児院の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．性別，２．出生年月，３．入所年月，４．入所経路，５．出生時の状況，６．入所前の栄養

種別，７．身長，８．胸囲，９．体重，１０．頭囲，１１．心身の状況，１２．罹病傾向，１３．

特に指導上留意している点，１４．保護者の状況，１５．世帯人員，１６．児童数，１７．課税状

況，１８．実父の同別居等の区分及び理由，１９．入所時（別居・死別等の場合は当時実父）の年

齢，２０．実母の同別居等の区分及び理由，２１．入所時（別居・死別等の場合は当時実母）の年

齢，２２．養護問題発生理由，２３．被虐待経験の状況・種類，２４．現在の家族との関係，家族

との交流の頻度，２５．児童の今後の見通し 

※ 

【調査票名】 ８－母子生活支援施設票（世帯用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１５９ 調査票承認番号（旧）２３１８０ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）世帯 （属性）母子生活支援施設の入所世帯 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平
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成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→報告者（母子生活支

援施設の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．世帯人員，２．児童数，３．母親の出生年月，４．母親の国籍，５．課税状況，６．入所年

月，７．入所理由，８．入所前の居住状況，９．入所６か月前の居住地の状況，１０．母子世帯に

なった時期，１１．母子世帯になった理由，１２．母の傷病状況，１３．年金等の受給状況，１

４．母子福祉貸付金の利用状況，１５．現在借りている貸付金の種類，１６．児童扶養手当，１

７．公営住宅入居希望の有無，１８．現在の状況，１９．従業上の地位，２０．仕事の種類，２

１．転職希望の有無，２２．勤務先までの通勤時間（片道），２３．前月中（１月中）の所得金

額，２４．前月中（１月中）の支出，２５．年間所得 

※ 

【調査票名】 ９－母子生活支援施設票（児童用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６０ 調査票承認番号（旧）２３１８１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）母子生活支援施設の入所児童 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２８５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）厚生労働省→都道府県・指定都市・中核市→報告者（母子生活支

援施設の長） 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月１日 

【調査事項】 １．児童番号，２．性別，３．出生年月，４．就学前児童の保育状況，５．就学及び就職状況，

６．心身の状況，７．羅病傾向，８．特に指導上留意している点，９．児童の学習の状況，１０．

学業の状況，１１．通学状況，１２．被虐待経験の状況・種類 
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【調査名】 通信産業基本調査 

【実施機関】 総務省情報通信政策局総合政策課情報通信経済室 

【目 的】 通信産業を構成する通信業（信書送達業を除く。），放送業及びインターネット附随サービス業にお

ける企業活動の実態と動向を把握し，通信産業の経済効果等の分析を行うと共に，情報通信白書，ホー

ムページ等で情報公開し，今後の通信産業に関する諸施策を検討する際の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－通信産業基本調査調査票（電気通信事業用），２－通信産業基本調査調査票（放送事業

用），３－通信産業基本調査調査票（有線テレビジョン放送事業用），４－通信産業基本調査調査

票（インターネット附随サービス業用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」の刊行及びインターネ

ットで公表（平成２０年７月頃） （表章）全国 

【経 費】 ６，８４５千円 

※ 

【調査票名】 １－通信産業基本調査調査票（電気通信事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６１ 調査票承認番号（旧）２６９１２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）電気通信事業（登録事業者はしっ皆，届出事業者は資本

金３０００万円以上の企業に限る）  （抽出枠）電気通信事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）９２０／母１３，７００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵

送・オンライン （記入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日，平成１８年度決算期 （系

統）総務省（情報通信政策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状況，売上高及び費

用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費用等）３．設備投資状況，４．雇用

状況，５．今後の事業運営 

※ 
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【調査票名】 ２－通信産業基本調査調査票（放送事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６２ 調査票承認番号（旧）２６９１３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）放送事業 （抽出枠）放送事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５００／母５００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日，平成１８年度決算期 （系統）総務省

（情報通信政策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状況，売上高及び費

用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費用等）３．設備投資状況，４．雇用

状況，５．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ３－通信産業基本調査調査票（有線テレビジョン放送事業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６３ 調査票承認番号（旧）２６９１４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）有線テレビジョン放送事業（自主放送を行う有線テレビ

ジョン放送事業者のうち，引込端子数１万端子以上の株式会社に限る） （抽出枠）有線テレビジ

ョン放送事業者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン 

（記入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日，平成１８年度決算期 （系統）総務省（情報通

信政策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状況，売上高及び費

用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費用等）３．設備投資状況，４．雇用
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状況，５．今後の事業運営 

※ 

【調査票名】 ４－通信産業基本調査調査票（インターネット附随サービス業用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月１１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年５月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６４ 調査票承認番号（旧）２６９１６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）インターネット附随サービス業（資本金３０００万円以

上） （抽出枠）インターネット附随サービス事業者名簿及び事業所・企業統計調査名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２４０／母３８０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オン

ライン （記入）自計 （把握時）平成１９年３月３１日，平成１８年度決算期 （系統）総務省

（情報通信政策局）→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．企業の概要，２．財務の状況（資産・負債及び純資産，資金調達・運用状況，売上高及び費

用等，売上高の内訳，費用の内訳，支払リース料，研究開発費用等）３．設備投資状況，４．雇用

状況，５．今後の事業運営 
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【調査名】 病院報告 

【実施機関】 厚生労働省大臣官房統計情報部人口動態・保健統計課保健統計室 

【目 的】 全国の病院，療養病床を有する診療所における患者の利用状況及び病院の従事者の状況を把握して，

医療行政の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－病院報告（患者票） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「医療施設調査・病院報告」（調査年の翌年９月末） 

（表章）全国 

【経 費】 ６７，６４７千円 

※ 

【調査票名】 １－病院報告（患者票） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２２日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６５ 調査票承認番号（旧）２６１９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）全国の病院及び療養病床を有する診療所 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１０，８００ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライ

ン （記入）自計 （把握時）調査日現在 （系統）厚生労働省→都道府県→（保健所を設置する

市・特別区）→保健所→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２０日まで 

【調査事項】 １．精神病床，感染症病床，結核病床，療養病床及び一般病床ごとの在院患者延数，月末在院患

者数，新入院患者数及び退院患者数，全体の在院患者延数，月末在院患者数，新入院患者数及び退

院患者数，２．介護療養病床の在院患者延数，月末在院患者数，新入院患者数及び退院患者数，

３．同一医療機関内の他の種別の病床から療養病床へ移された患者数，及び療養病床から同一医療

機関内の他の種別の病床へ移された患者数，４．同一医療機関内の介護療養病床以外の病床（他の

種別の病床を含む）から介護療養病床へ移された患者数，及び介護療養病床から同一医療機関内の

他の種別の病床（他の種別の病床を含む）へ移された患者数，５．介護療養病床の月末病床数，

６．外来患者延数 
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【調査名】 建設労働需給調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局 

【目 的】 建設技能労働者の需給状況等を職種別・地域別に毎月調査することにより，公共事業をはじめとする

建設工事に必要な労働力の円滑な確保に資するとともに，適切な建設労働対策を推進するための基礎資

料を得る。 

【調査の構成】 １－建設労働需給調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）毎月記者発表及びインターネットによる公表 （表

章）全国 

【経 費】 ６，４１１千円 

※ 

【調査票名】 １－建設労働需給調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２３日 

【調査票承認期間終了日】 平成２２年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６６ 調査票承認番号（旧）２６８３６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）建設業法上の許可を受けた法人企業（資本金３００万円

以上）であって、建設技能労働者（型枠工，左官，とび工，鉄筋工，電工及び配管工）を使用して

いると考えられる建設業法上の８業種（土木工事業，大工工事業，建築工事業，左官工事業，と

び・土工・コンクリート工事業，管工事業，鉄筋工事業及び電気工事業）に係る許可を有する建設

業者 （抽出枠）建設業許可業者名簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母４０９，０００ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月１０日から２０日までの間で，日曜

日，休日を除いた作業が通常の形で行われた適当な１日 （系統）郵送：国土交通省→地方整備局

等→報告者 オンライン：国土交通省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月２５日まで 

【調査事項】 １．手持現場数（公共工事現場数，民間工事現場数），２．手持現場の状況（残業・休日作業を

強化中の現場数，強化理由），３．確保している労働者数（最近１か月以内に新たに使用した人
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数，１か月を超えて使用している者），４．確保したかったが出来なかった労働者数，５．確保し

たが過剰となった労働者数，６．労働者確保の見通し（難易及び困難とした場合の理由） 
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【調査名】 駐留軍関係離職者帰すう状況調査 

【実施機関】 防衛省 

【目 的】 駐留軍関係離職者の実態を把握することにより，今後における離職者対策の促進のための基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－駐留軍関係離職者帰すう状況調査票〔Ａ票・Ｂ票〕 

【集計・公表】 （集計）中央集計（手集計） （公表）「調査結果報告書」（年度末）関係防衛施設局及び独立

行政法人駐留軍等労働者労務管理機構へ配布 （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－駐留軍関係離職者帰すう状況調査票〔Ａ票・Ｂ票〕 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年３月３１日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６７ 調査票承認番号（旧）２５８８０ 

【調査対象】 （地域）青森県，東京都，神奈川県，静岡県，広島県，山口県，長崎県及び沖縄県 （単位）個

人 （属性）平成１５年４月１日から平成１７年３月３１日までの間における人員整理等を離職の

理由とする駐留軍関係離職者 （抽出枠）離職者名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）６６／母６６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成２０年２月２９日まで （系統）防衛省地方協力局→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成１５年４月１日から平成１６年３月３１日までの対象者につい

ては平成１８年７月１日現在とする 

【調査事項】 〔Ａ票〕１．在日米軍からの離職年月日，２．就職，自営業の別，３．就職方法，就職年月日

（就職している者のみ），４．就職先（就職している者のみ），５．就職先での職種（就職してい

る者のみ），６．開業業種，開業年月日（自営業を営んでいる者のみ），７．事業形態（自営業を

営んでいる者のみ），８．離職前職業訓練の効果，受講訓練種目名，９．受講しなかった理由（離

職前職業訓練を受講しなかった者のみ），［Ｂ票］１．在日米軍からの離職年月日，２．離職後の

就職の有無，３．就職方法，就職年月日，就職先及びその業種，退職年月日及び退職した理由（就

職したことがある者のみ），４．離職前職業訓練受講の有無，受講訓練種目名，取得資格免許，
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５．受講しなかった理由（離職前職業訓練を受講しなかった者のみ），６．再就職等に役立つと思

われる職業訓練種目名，７．今後の就職又は自営業開業の見込み，８．就職見込み先又は就職希望

先（就職見込み者及び就職希望者のみ），９．開業見込み業種又は開業希望業種（自営業開業見込

み者及び自営業開業希望者のみ） 
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【調査名】 貴金属流通統計調査 

【実施機関】 経済産業省 

【目 的】 貴金属（金地金，プラチナ，パラジウム）の流通及び多岐にわたる流通実態を把握し，貴金属の国内

流通に関する行政施策の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－貴金属流通統計調査票（金地金用），２－貴金属流通統計調査票（プラチナ用），３－貴金

属流通統計調査（パラジウム用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）経済産業省資源エネルギー庁ホームページ上で公表

（調査対象月の翌々月末まで） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－貴金属流通統計調査票（金地金用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２４年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６８ 調査票承認番号（旧）２３５９１ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貴金属（金地金）の生産及び流通を取り扱っている事業

者 （抽出枠）（社）日本金地金流通協会の会員及び賛助会員名簿等 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）翌月２５日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 １．生産・輸入（当月生産数量，当月輸入数量，供給）の受入・払出量，２．私的保有の受入・

払出量，３．月間受払量（当月国内流通（報告者・報告者以外の者）の受入・払出量，消費者部門

への払出量，当月輸出数量の払出量），４．月末在庫数量の払出量，５．企業名，本社・本店所在

地，電話番号，作成者職名及び氏名 

※ 

【調査票名】 ２－貴金属流通統計調査票（プラチナ用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２４年２月２８日 
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【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１６９ 調査票承認番号（旧）２３５９２ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貴金属（プラチナ）の生産及び流通を取り扱っている事

業者 （抽出枠）（社）日本金地金流通協会会員及び賛助会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５２ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）翌月２５日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２５日まで 

【調査事項】 １．生産・輸入（当月生産数量，当月輸入数量，供給）の受入・払出量，２．私的保有の受入・

払出量，３．月間受払量（当月国内流通（報告者・報告者以外の者）の受入・払出量，消費者部門

への払出量，当月輸出数量の払出量），４．月末在庫数量の払出量，５．企業名，本社・本店所在

地，電話番号，作成者職名及び氏名 

※ 

【調査票名】 ３－貴金属流通統計調査（パラジウム用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２４年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７０ 調査票承認番号（旧）２３５９３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）企業 （属性）貴金属（パラジウム）の生産及び流通を取り扱っている

事業者 （抽出枠）（社）日本金地金流通協会会員及び賛助会員名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５４ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）翌月２５日 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月２５日 

【調査事項】 １．生産・輸入（当月生産数量，当月輸入数量，供給）の受入・払出量，２．月間受払量（当月

国内流通（報告者・報告者以外の者）の受入・払出量，消費者部門への払出量，当月輸出数量の払

出量），３．月末在庫数量の払出量，４．企業名，本社・本店所在地，電話番号，作成者職名及び

氏名 
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【調査名】 非鉄金属海外鉱等受入調査 

【実施機関】 経済産業省 

【目 的】 非鉄金属製錬所（銅，鉛，亜鉛）の海外鉱等の受入量等を把握することにより我が国の鉱物資源政策

の推進を図る。 

【調査の構成】 １－非鉄金属海外鉱等受入調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）ホームページにて公開（調査月の翌々月１５日頃） 

（表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－非鉄金属海外鉱等受入調査票 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２４年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７１ 調査票承認番号（旧）２５９１４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）事業所 （属性）粗銅，粗鉛，電気鉛，電気亜鉛，蒸留亜鉛を生産する

事業所 （抽出枠）経済産業省生産動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎月

末日現在 （系統）経済産業省→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日 

【調査事項】 １．海外銅鉱受入内訳，２．海外粗銅鉱受入内訳，３．海外鉛鉱受入内訳，４．海外粗鉛鉱受入

内訳，５．海外亜鉛鉱受入内訳 
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【調査名】 レアメタル生産動態統計調査 

【実施機関】 経済産業省 

【目 的】 レアメタル等の生産動態を把握することにより，我が国の鉱物資源政策の推進を図る。 

【調査の構成】 １－レアメタル月報 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）「鉄鋼・非鉄金属・金属製品統計月報」及

びホームページ（翌々月１５日） （表章）全国 

【経 費】 ３，７２０千円 

※ 

【調査票名】 １－レアメタル月報 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２３年２月２８日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７２ 調査票承認番号（旧）２５９１８ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）レアメタル等を生産する事業者 （抽出枠）経済産業省

生産動態統計調査対象名簿 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）４３ （配布）郵送 （取集）郵送・オンライン・ファクシミリ装置 

（記入）自計 （把握時）翌月１５日まで （系統）資源エネルギー庁→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）翌月１５日まで 

【調査事項】 １．各調査品目の生産，２．各調査品目の受入，３．各調査品目の消費，４．各調査品目の出荷

（販売（数量，金額）），５．各調査品目の月末在庫 
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【調査名】 自動車燃料消費量調査 

【実施機関】 国土交通省総合政策局情報管理部 

【目 的】 自動車から排出される温室効果ガス排出量を捉えるための基礎データとなる自動車の燃料消費量を正

確に把握する。 

【沿 革】 本調査は，自動車燃料消費量調査第一次予備調査（承認統計調査）及び自動車燃料消費量調査第二次

予備調査における調査月，調査地域，車種別にみた燃料消費量，１日１車あたりの走行距離等の検証を

経て，両調査結果を標本設計等に反映させて実施するものである。 

【調査の構成】 １－営業用貨物車調査票（第１号様式），２－営業用旅客車調査票（第２号様式），３－自家用

小型自動車調査票（第３号様式），４－自家用普通自動車調査票（第４号様式） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）調査翌年６月末までに報告書により公表 （表章）全

国 

【経 費】 ３８，３０６千円 

※ 

【調査票名】 １－営業用貨物車調査票（第１号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７３ 調査票承認番号（旧）２６８０３ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）営業用貨物自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファ

イル，軽自動車検査記録簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）６００／母１，４７３，０９１ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月，第２月曜日から始まる７日間 （系

統）国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月調査月の末日まで 

【調査事項】 １．主な用途，２．休車日数，３．調査期間中の燃料消費量，４．調査開始時・終了時と調査期

間中の走行キロ 

※ 
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【調査票名】 ２－営業用旅客車調査票（第２号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７４ 調査票承認番号（旧）２６８０４ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）営業用旅客自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファ

イル，軽自動車検査記録簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）５００／母３８１，０００ （配布）郵送・オンライン （取

集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月，第２月曜日から始まる７日間 （系統）

国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月調査月の末日まで 

【調査事項】 １．主な用途，２．調査期間中の燃料消費量，３．調査開始時・終了時と調査期間中の走行キロ 

※ 

【調査票名】 ３－自家用小型自動車調査票（第３号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 

【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７５ 調査票承認番号（旧）２６８０５ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自家用小型自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファ

イル，軽自動車検査記録簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００／母７１，８８４，７９８ （配布）郵送・オンラ

イン （取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月，１日から２１日まで （系

統）国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月調査月の翌月１０日まで 

【調査事項】 １．主な用途，２．調査期間中の燃料消費量，３．調査開始時・終了時と調査期間中の走行キロ 

※ 

【調査票名】 ４－自家用普通自動車調査票（第４号様式） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月２９日 
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【調査票承認期間終了日】 平成２１年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７６ 調査票承認番号（旧）２６８０６ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）自家用普通自動車の使用者 （抽出枠）自動車登録ファ

イル，軽自動車検査記録簿 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）９００／母１，６５７，６７３ （配布）郵送・オンライン 

（取集）郵送・オンライン （記入）自計 （把握時）毎月，第２月曜日から始まる７日間 （系

統）国土交通省総合政策局情報管理部情報安全・調査課交通統計室→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月調査月の末日まで 

【調査事項】 １．主な用途，２．休車日数，３．調査期間中の燃料消費量，４．調査開始時・終了時と調査期

間中の走行キロ 
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【調査名】 配偶者からの暴力の防止等に関するアンケート調査 

【実施機関】 総務省 

【目 的】 総務省が実施している「配偶者からの暴力の防止等に関する政策評価（総合性確保評価）」の一環と

して，①国，地方公共団体，民間団体等において配偶者からの暴力の防止等の対策に従事している実務

者から，現在，取り組んでいる各種の対策の現状や今後重点的に行うべき取組等を把握するとともに，

②配偶者からの暴力の被害者から，現在，国等が行っている配偶者からの暴力の防止等の対策に係る満

足度，意見，要望等を把握し，その対策の今後の見直し・改善に資することを目的として実施するもの

である。 

【調査の構成】 １－調査票（国，地方公共団体等の実務者（相談，保護等担当職員）の方用），２－調査票（地

方公共団体の実務者（公営住宅，住民基本台帳等担当職員の方用）），３－調査票（民間団体の担

当者の方用），４－調査票（被害にあわれた方用） 

【集計・公表】 （集計）中央集計（民間委託・機械集計） （公表）調査結果については，配偶者からの暴力の

防止等に関する政策評価書の中で公表予定（平成２０年１２月予定） （表章）全国 

※ 

【調査票名】 １－調査票（国，地方公共団体等の実務者（相談，保護等担当職員）の方用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７７ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）国，地方公共団体等において，配偶者からの暴力に関す

る相談，保護等を担当している実務者 （抽出枠）配偶者からの暴力防止及び被害者の保護のため

の関係機関一覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１，９００ （配布）郵送・職員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）Ａ．現地調査対象地域（２７都道府県）総務省行政

評価局又は管区行政評価局・行政評価事務所（職員調査）→報告者，Ｂ．現地調査対象地域以外の

地域（２０都道府県）総務省行政評価局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年３月３１日 
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【調査事項】 １．配偶者からの暴力の発生状況，２．配偶者からの暴力に関する広報啓発，３．配偶者からの

暴力に関する通報，４．配偶者からの暴力に関する相談，５．被害者の保護，６．被害者の自立支

援，７．配偶者暴力防止等に関する関係機関の連携等 

※ 

【調査票名】 ２－調査票（地方公共団体の実務者（公営住宅，住民基本台帳等担当職員の方用）） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７８ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）地方公共団体において，配偶者からの暴力の被害者の公

営住宅，住民基本台帳等を担当している実務者 （抽出枠）配偶者からの暴力の防止及び被害者の

保護のための関係機関一覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，１００ （配布）郵送・職員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）Ａ．現地調査対象地域（２７都道府県）総務省行政

評価局又は管区行政評価局・行政評価事務所（職員調査）→報告者，Ｂ．現地調査対象地域以外の

地域（２０都道府県）総務省行政評価局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．配偶者からの暴力の発生状況，２．配偶者からの暴力に関する広報啓発，３．被害者の自立

支援，４．配偶者暴力防止等に関する関係機関の連携等 

※ 

【調査票名】 ３－調査票（民間団体の担当者の方用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１７９ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）民間団体において，配偶者からの暴力の被害者の支援を

担当している実務者 （抽出枠）内閣府が保有する民間シェルター一覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）１００ （配布）郵送・職員 （取集）郵送 （記入）自計 
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（把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）Ａ．現地調査対象地域（２７都道府県）総務省行政

評価局又は管区行政評価局・行政評価事務所（職員調査）→報告者，Ｂ．現地調査対象地域以外の

地域（２０都道府県）総務省行政評価局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．配偶者からの暴力の発生状況，２．配偶者からの暴力に関する広報啓発，３．配偶者からの

暴力に関する通報，４．配偶者からの暴力に関する相談，５．被害者の保護，６．被害者の自立支

援，７．配偶者暴力防止等に関する関係機関の連携等 

※ 

【調査票名】 ４－調査票（被害にあわれた方用） 

【調査票承認期間開始日】 平成２０年１月３１日 

【調査票承認期間終了日】 平成２０年４月３０日 

【調査票番号】 調査票承認番号（新）２７１８０ 調査票承認番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）個人 （属性）配偶者からの暴力の被害者のうち，婦人保護施設及び母

子生活支援施設に入所している者 （抽出枠）厚生労働省が保有する婦人保護施設及び母子生活支

援施設の一覧 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）２，３００ （配布）郵送・職員 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年２月１日現在 （系統）Ａ．現地調査対象地域（２７都道府県）総務省行政

評価局又は管区行政評価局・行政評価事務所（職員調査）→報告者，Ｂ．現地調査対象地域以外の

地域（２０都道府県）総務省行政評価局→報告者 

【周期・期日】 （周期）一回限り （実施期日）平成２０年３月３１日 

【調査事項】 １．配偶者からの暴力に関する相談，２．配偶者からの暴力に関する通報，３．被害者の保護，

４．被害者の自立支援等 
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４ 届 出 統 計 調 査 の 受 理 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

注：「報告様式名」欄について 
 

  報告様式が２以上ある場合には、報告様式名の頭 
 

 に数字を付し、調査内容の説明の簡略化を図った。 
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（１） 新規 

【調査名】 高齢者保健福祉計画策定に係るニーズ調査 

【実施機関】 姫路市 

【目 的】 姫路市の高齢者福祉の向上を図るための指針となる「姫路市高齢者保健福祉計画及び姫路市介護保険

事業計画」の策定に当たり，高齢者福祉に対する市民の現状，ニーズなどを把握し，今後の計画策定に

反映させることを目的とする。 

【調査の構成】 １－高齢者実態意向調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「姫路市高齢者保健福祉計画及び姫路市介護保険事業

計画に係るニーズ調査の概要」（平成２１年４月） （表章）市区町村 

【経 費】 １，１２６千円 

※ 

【調査票名】 １－高齢者実態意向調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月１７日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００１ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）姫路市全域 （単位）個人 （属性）６０歳以上の市民 （抽出枠）住民基本台帳，外

国人登録及び介護保険被保険者資格等管理台帳 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）３，０００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 

（把握時）平成２０年１月１日現在 （系統）姫路市→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）平成２０年１月２１日～０２月４日 

【調査事項】 １．現在の健康状態，２．要介護状態にある者が「要介護認定」を受けていない場合はその理

由，３．要介護状態となった場合に希望する介護の手段等，４．介護保険の保険料への意識，５．

健康への配慮の状況，６．普段の１日の過ごし方，７．報告者が所属する世帯の収入等，８．社会

活動（ボランティア活動等）への参加の状況等 
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【調査名】 看護職員及び看護業務に関する調査 

【実施機関】 福島県 

【目 的】 福島県内医療施設における看護職員の配置・確保状況や看護業務の状況等を把握することにより，福

島県看護職員需給計画策定の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－看護職員及び看護業務に関する調査票（病院），２－看護職員及び看護業務に関する調査票

（診療所） 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年４月以降） （表

章）都道府県 

【経 費】 ４５０千円 

※ 

【調査票名】 １－看護職員及び看護業務に関する調査票（病院） 

【受理年月日】 平成２０年１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）福島県全域 （単位）保健・医療施設 （属性）福島県内全病院 （抽出枠）医療施設

台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１４６ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）平

成２０年１月１日現在 （系統）福島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月下旬 

【調査事項】 １．看護職員の就業状況，２．勤務条件，３．夜勤体制，４．看護業務等，５．認定看護師・専

門看護師の状況，６．看護職員の研修，７．訪問看護，８．福利厚生制度等，９．看護職員確保対

策等 

※ 

【調査票名】 ２－看護職員及び看護業務に関する調査票（診療所） 

【受理年月日】 平成２０年１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００２ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）保健・医療施設 （属性）福島県内一般診療所 （抽出枠）医療施設台
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帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１，５７５ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握

時）平成２０年１月１日現在 （系統）福島県→報告者 

【周期・期日】 （周期）５年 （実施期日）平成２０年２月下旬 

【調査事項】 １．看護職員の就業状況，２．勤務条件，３．看護職員の研修，４．訪問看護，５．看護職員確

保対策等 
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【調査名】 推計人口調査 

【実施機関】 愛媛県企画情報部管理局統計課 

【目 的】 国勢調査の間における市町ごとの人口及び世帯の移動状況を明らかにし，各種行政施策の基礎資料を

得る。 

【調査の構成】 １－住民基本台帳に基づく人口及び世帯数に関する異動状況 

【集計・公表】 （集計）地方集計（手集計） （公表）「愛媛県推計人口」（毎月下旬） （表章）都道府県 

※ 

【調査票名】 １－住民基本台帳に基づく人口及び世帯数に関する異動状況 

【受理年月日】 平成２０年１月２５日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００３ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）愛媛県全域 （単位）地方公共団体 （属性）各市町において，住民基本台帳法の規定

に基づき住民票に記載又は消除した者 （抽出枠）住民基本台帳 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２０ （配布）郵送・オンライン （取集）郵送・オンライン・ファ

クシミリ装置 （記入）自計 （把握時）前月末日現在 （系統）愛媛県→報告者（市町） 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎月１５日 

【調査事項】 １．前月末日現在の男女別人口，２．前月末日現在の世帯数，３．前月中の届出による県内，県

外別住民票記載者数，４．前月中の届出による県内，県外別住民票消除者数，５．前月中の職権に

よる出生・死亡及びその他の住民票記載者数，６．前月中の職権による出生・死亡及びその他の住

民票消除者数 
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【調査名】 生活関連商品の価格動向等の緊急調査 

【実施機関】 東京都 

【目 的】 最近の原油価格等の高騰に伴い，石油製品だけでなく，食品をはじめとする生活必需品の値上げも相

次ぐため，生活関連商品について，便乗値上げを防止する観点から，価格動向等を把握する。 

【調査の構成】 １－価格動向調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」調査終了後２週間以内にプレス発

表及びＨＰでの公開 （表章）都道府県 

【経 費】 １，５１２千円 

※ 

【調査票名】 １－価格動向調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月３０日 

【受理番号】 受理番号（新）１０８００４ 受理番号（旧） 

【調査対象】 （地域）東京都全域 （単位）スーパー，小売店等及びガソリンスタンド等 （属性）消費財関

連商品を取扱う小売業の本店及び単独事業所 （抽出枠）区市町村ごとの調査員が居住する近辺の

店舗 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）３３６ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把

握時）２月２，３日，３月１，２日，３月２９，３０日 （系統）東京都→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）３回限り （実施期日）２月２，３日，３月１，２日，３月２９，３０日 

【調査事項】 １．食品等の価格動向等調査（１）通常価格又は特売価格，（２）価格，（３）単位（内容

量），（４）販売形態等，（５）商品名，２．石油製品の価格動向等調査（１）通常価格又は特売

価格，（２）価格，（３）単位（内容量），（４）商品名，（５）製造者名，３．通信票（便乗値

上げの疑いがあると思われる商品について）（１）理由，（２）価格・内容量（過去，現在）・時

点，（３）商品名（産地名），（４）製造者名，（５）店舗名等，（６）店舗形態， 
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（２） 変更 

【調査名】 東京都生計分析調査試験調査 

【実施機関】 東京都総務局統計部経済統計課 

【目 的】 現在，東京都の直轄調査員により行っている「東京都生計分析調査」について，民間業者に委託して

行う試験調査を実施することにより，今後の同調査における民間委託の本格実施について実現可能性を

探る。 

【調査の構成】 １－試験調査世帯票，２－試験調査家計簿，３－試験調査年間収入調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（民間委託・機械集計） （公表）「調査結果報告書」平成２０年中閲覧 

（表章）都道府県 

【経 費】 １，０００千円 

※ 

【調査票名】 １－試験調査世帯票 

【受理年月日】 平成２０年１月１５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００１ 受理番号（旧）１０７０９９ 

【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した１市 （単位）世帯 （属性）全世帯のうち一部の世帯

（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，外国人世帯，料理飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯

等）を除いた世帯， （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／母１，０９８，０６３ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）他計 （把握時）調査最初の月の１日現在 （系統）東京都→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査最初の月の１日 

【調査事項】 １．フェイス事項，２．住居に関する事項（住宅の所有関係，面積，構造，持家の建築時期、設

備，地代，家賃） 

※ 

【調査票名】 ２－試験調査家計簿 

【受理年月日】 平成２０年１月１５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００１ 受理番号（旧）１０７０９９ 
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【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した１市 （単位）世帯 （属性）全世帯のうち一部の世帯

（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，料理飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯，外国人世帯

等の世帯）を除いた世帯 （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／母１，０９８，０６３ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）毎月１０日及び２５日 （系統）東京都→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎日１０日及び２５日 

【調査事項】 １．口座自動振替による支払い事項（支払内訳・金額），２．毎日の収入と支出に関する事項

（収入は種類と金額，支出は品名・数量・金額・用途・繰越金）３．カード購入，月賦購入，掛買

い又は現物（購入方法・金額・見積金額）， 

※ 

【調査票名】 ３－試験調査年間収入調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月１５日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００１ 受理番号（旧）１０７０９９ 

【調査対象】 （地域）東京都の市町村から抽出した１市 （単位）世帯 （属性）全世帯のうち一部の世帯

（専ら農・林・漁業を営む世帯，単身者世帯，外国人世帯，料理飲食店・旅館・下宿屋を営む世帯

等）を除いた世帯， （抽出枠）平成１７年国勢調査調査区一覧表 

【調査方法】 （選定）無作為抽出 （客体数）２４／母１，０９８，０６３ （配布）調査員 （取集）調査

員 （記入）自計 （把握時）調査１ヶ月目の２５日 （系統）東京都→民間調査機関→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）調査１ヶ月目の２５日 

【調査事項】 １．勤め先年間収入（定期，賞与・その他の臨時収入），２．営業年間収益，３．内職年間収

入，４．その他の年間収入， 
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【調査名】 国家公務員死因調査 

【実施機関】 人事院事務総局職員福祉局職員福祉課 

【目 的】 国家公務員の死亡者数及び死因の実情を把握し，職員の健康管理及び安全管理の向上に資するための

基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－国家公務員死因調査票，２－国家公務員死亡者数調査票，３－自殺者用調査票 

【集計・公表】 （集計）中央集計（機械集計） （公表）「健康安全管理年報」（翌年４月中旬まで） （表

章）全国 

【経 費】 ２５０千円 

※ 

【調査票名】 １－国家公務員死亡者数調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００２ 受理番号（旧）２０６１２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）国家公務員の所属機関 （属性）一般職の国家公務員（常勤職員）で調

査実施年の前年度中に死亡した者（全数）の所属機関 （抽出枠）調査実施年の前年度における一

般職の国家公務員の任用状況調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）３

月３１日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）国家公務員死因調査の実施年以外に実施 （実施期日）１２月から１月（国家公務員

死因調査の実施年以外に実施（平成１９年，平成２０年実施）） 

【調査事項】 １．調査対象機関における，性別，死亡理由別死亡者数 

※ 

【調査票名】 ２－国家公務員死因調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００２ 受理番号（旧）２０６１２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）国家公務員の所属機関 （属性）一般職の国家公務員（常勤職員）で調

査実施年の前年度中に死亡した者（全数）の所属機関 （抽出枠）調査実施年の前年度における一
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般職の国家公務員の任用状況調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）３

月３１日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）３年 （実施期日）１２月から１月（平成２１年実施） 

【調査事項】 １．所属機関及び所在地，２．氏名，性別及び年齢，３．死亡時の俸給の種類・級，採用試験区

分，４．死亡時の職名，職務内容，５．死亡の日時，６．死亡の種類，７．公務災害等の別，８．

死亡の原因，９．災害死の場合の災害発生の場所，原因及び状況，１０．病死の場合の平常の健康

状態，発病時の状況及び経過 

※ 

【調査票名】 ３－自殺者用調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００２ 受理番号（旧）２０６１２７ 

【調査対象】 （地域）全国 （単位）国家公務員の所属機関 （属性）一般職の国家公務員（常勤職員）で調

査実施年の前年度中に死亡した者（全数）の所属機関 （抽出枠）調査実施年の前年度における一

般職の国家公務員の任用状況調査 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）３００ （配布）郵送 （取集）郵送 （記入）自計 （把握時）毎

年３月３１日現在 （系統）人事院→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）毎年１２月から１月 

【調査事項】 １．自殺手段，２．性格，３．ふだんの健康状態，４．死亡前の休暇の状況，５．死亡当日の状

況，６．家族の状況，７．死亡前の行動，８．推測される自殺の動機等 
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【調査名】 畜産関係調査 

【実施機関】 神戸市 

【目 的】 畜産農家の飼養，経営動向を把握し，畜産行政・指導の基礎資料を得る。 

【調査の構成】 １－乳用牛調査票，２－肉用牛調査票，３－豚調査票，４－馬調査票，５－鶏調査票，６－その

他家畜等調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「調査結果報告書」（平成２０年４月） （表章）市

区町村 

【経 費】 ５４千円 

※ 

【調査票名】 １－乳用牛調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）５５ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

平成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，氏名），２．状態別飼養頭数，３．乳用牛（ホルスタイン及びジャージー

種）の年齢別飼養頭数，４．経産牛（搾乳牛及び乾乳牛）の各月１日現在の頭数，５．月別の分娩

頭数及び出生（死産を除く）の月別生産頭数，６．乳用牛の出荷（過去１年間），７．乳用牛の導

入方法（過去１年間），８．飼料作物栽培面積，９．飼料作物の利用方法，１０．今後の経営，１

１．後継者の状況，１２．家畜排せつ物の処理方法及び処理方法別の数値，１３．市及び団体に対

する要望，その他の指摘事項 

※ 

【調査票名】 ２－肉用牛調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 
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【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

平成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，氏名），２．品種・年齢別頭数，３．経営タイプについて，４．肉用種（乳

用種及びＦ１を除く）の年齢別飼養頭数，５．肉用種（乳用種及びＦ１を除く）の月別生産頭数，

６．肉用牛の導入と出荷状況，７．飼料作物栽培面積，８．飼料作物の利用方法，９．今後の経

営，１０．後継者の状況，１１．家畜排せつ物の処理方法及び処理方法別の数値，１２．市及び団

体に対する要望，その他指摘事項 

※ 

【調査票名】 ３－豚調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，氏名），２．豚の飼養状況，（１）豚品種別，供用別，所有形態別頭数，

（２）ハイブリッド豚銘柄別，供用別，所有形態別頭数，（３）雑種の組合わせ別，供用別，所有

形態別頭数，３．出荷・販売先，４．今後の経営，５．後継者の状況，６．家畜排せつ物の処理方

法及び処理方法別の数値，７．市及び団体に対する要望，その他指摘事項 

※ 

【調査票名】 ４－鶏調査票 
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【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）１２ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）

平成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，氏名），２．鶏の飼養状況，３．販売・出荷先，４．今後の経営，５．後継

者の状況，６．家畜排せつ物の処理方法及び処理方法別の数値，７．市及び団体に対する要望，そ

の他指摘事項 

※ 

【調査票名】 ５－馬調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 

【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）８ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，電話，施設名，代表者・氏名），２．乗用馬，（１）施設所有区分，（２）

けい養頭数，（３）指導者，利用者等について，３．肥育馬・農用馬（食用として飼育されている

馬も含む） 

※ 

【調査票名】 ６－その他家畜等調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月２２日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００３ 受理番号（旧）２０２００１ 
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【調査対象】 （地域）神戸市全域 （単位）農家 （属性）畜産農家及び畜産専業者 （抽出枠）畜産農家及

び畜産専業者に関する市保有データ 

【調査方法】 （選定）全数 （客体数）７ （配布）調査員 （取集）調査員 （記入）他計 （把握時）平

成２０年２月１日現在 （系統）神戸市→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）年 （実施期日）平成２０年２月上旬 

【調査事項】 １．調査先（住所，氏名，電話），２．「めん羊」の飼養状況，３．「山羊」の飼養状況，４．

「ダチョウ」の飼養状況，５．「キジ」の飼養状況，６．「あひる及びあいがも」の飼養状況 
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【調査名】 生産動態統計調査 

【実施機関】 岩手県企画振興部統計調査課 

【目 的】 岩手県における鉱工業生産動向を早期かつ総合的に把握し，産業経済振興のための諸施策立案の基礎

資料を得る。 

【調査の構成】 １－生産動態統計調査調査票 

【集計・公表】 （集計）地方集計（機械集計） （公表）「月報，年報」（月報（翌々月末）年報（翌年６月

末）） 

【経 費】 ９１６千円 

※ 

【調査票名】 １－生産動態統計調査調査票 

【受理年月日】 平成２０年１月３１日 

【受理番号】 受理番号（新）２０８００４ 受理番号（旧）２０４０１５ 

【調査対象】 （地域）岩手県の３５市町村のうち盛岡市外１７市町村 （単位）事業所 （属性）日本標準産

業分類（平成１４年３月改訂の大分類中，鉱業，製造業及び情報通信業（新聞業及び出版業に限

る）に属する事業所の中から対象業種ごとに抽出する。 （抽出枠）鉱業統計調査公表資料及び経

済産業省生産動態統計調査を元に，各業種の採用品目を決定し，当該品目を製造している事業所を

書籍，新聞等の一般情報により把握・選定している。 

【調査方法】 （選定）有意抽出 （客体数）５３／母６７４ （配布）併用 （取集）併用 （記入）自計 

（把握時）毎月末日現在 （系統）岩手県→調査員→報告者 

【周期・期日】 （周期）月 （実施期日）毎年４月１日から３月３１日 

【調査事項】 １．事業所の名称及び所在地，２．原材料の月間受入高，投入量，消費高及び他工場への引渡高

並びに月末在庫高，３．生産品の月間生産高・出荷高並びに月末在庫高，４．月末現在従業者数， 
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５ 参   考 



承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(1)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(4) (4) (4) (4) (16)

83 59 81 67 58 71 97 18 25 35 11 4 6 8 623

(3) (1) (4)

22 18 10 5 5 5 6 5 3 6 3 6 2 1 97

(3) (4) (4) (5) (4) (20)

105 77 91 72 63 76 103 23 28 41 14 10 8 9 720

(1) (1) (2)

26 33 43 77 68 73 112 8 12 8 3 10 6 22 501

(1) (1)

8 7 31 52 55 110 162 35 33 30 14 23 15 26 601

(1) (1) (1) (3)

34 40 74 129 123 183 274 43 45 38 17 33 21 48 1102

2 2 0 0 0 1 1 6

(11) (3) (1)  (4) (4) (5) (4) (32)

22 10 16 13 14 35 40 11 8 6 2 3 9 4 193

(1) (1)

1 1 2 1 5

(11) (3) (2) (4) (4) (5) (4) (33)

23 11 18 13 15 35 40 11 8 6 2 3 9 4 198

(1) (1) (1) (1) (1) (5)

102 106 101 108 142 139 184 6 23 7 6 14 14 9 961

308 298 312 278 193 216 241 51 41 44 44 50 39 39 2154

5 2 7 10 3 3 1 1 1 1 34

3 2 10 2 2 2 2 4 27

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

380 355 321 358 299 355 321 82 70 41 66 90 46 58 2842

(2) (5) (1) (1) (1) (2) (1) (13)

688 661 635 643 502 576 575 136 114 87 113 141 89 97 5057

(注)１．この表は、統計報告調整法により承認された統計報告を、調査票の様式単位で示したものである。

２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

年（月）

実施機関名

文 部 科 学 省

内
　
閣
　
府

総
　
務
　
省

経 済 社 会
総 合 研 究 所

そ の 他

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

法 務 省

財
　
務
　
省

国 税 庁

小 計

小 計

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他
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承認統計調査の実施機関別・年次別承認件数（報告様式単位）(2)

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 H2年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

(3) (3)

384 425 435 374 379 330 290 56 90 53 37 56 70 25 3004

(2) (2) (1) (5)

102 71 77 72 54 79 86 24 17 17 29 6 17 15 666

82 49 25 18 14 7 2 2 2 3 3 4 211

3 4 3 5 5 6 2 1 1 1 1 2 34

(15) (21) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (1) (2) (116)

143 182 226 154 80 91 85 32 25 24 13 17 14 43 1129

(15) (24) (10) (20) (20) (4) (17) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (2) (124)

711 730 767 621 532 512 469 116 135 95 82 80 105 89 5044

(2) (6) (2) (2) (1) (1) (14)

209 157 128 119 106 67 101 24 5 26 2 27 24 25 1020

11 1 7 11 27 4 10 71

(1) (3) (4) (2) (1) (11)

61 56 90 63 103 73 73 11 9 15 11 3 3 3 574

(17) (18) (23) (35) (32) (17) (28) (3) (12) (3) (12) (3) (4) (3) (210)

309 249 272 212 186 166 170 21 9 13 14 9 15 16 1661

(18) (20) (32) (41) (36) (18) (29) (3) (12) (4) (12) (3) (4) (3) (235)

579 462 490 394 395 306 344 67 24 61 38 66 46 54 3326

(30) (49) (22) (27) (9) (18) (1) (1) (157)

126 202 176 175 218 215 244 45 55 30 11 38 43 12 1590

(19) (35) (62) (25) (26) (23) (15) (1) (2) (208)

223 243 179 172 124 131 101 20 15 34 28 54 15 36 1375

(19) (65) (111) (47) (53) (32) (33) (1) (1) (1) (2) (365)

349 445 355 347 342 346 345 65 70 64 39 92 58 48 2965

(4) (12) (14) (11) (11) (8) (1) (1) (1) (1) (1) (2) (1) (68)

2 1 4 11 1 1 1 2 2 25

65 116 168 122 122 65 93 6 16 10 26 16 24 16 865

30 52 84 61 61 29 49 3 8 5 13 8 9 8 420

2591 2532 2533 2328 2118 2173 2345 469 449 400 312 440 353 361 19404

2621 2584 2617 2389 2179 2202 2394 472 457 405 325 448 362 369 19824

年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局
（旧食糧庁）

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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年（月） 平成20年 備　考

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

(4)

3 1 1

1 1

(4)

1 3 1 1 1

4 6 8 1 3 2

5 7 3 7 1 8

4 5 6 7 11 1 7 4 10

1

(4)

2 1 1

(4)

2 1 1

(1)

7 (1)

2 9 16 2 3 2 1 4 1

(1)

5 5 8 16 9 13 9

(1)

5 7 9 24 18 12 15 1 4 10

(注) １．この表は、統計報告調整法により、承認された統計報告を調査票の様式単位で示したものである。

　　　２．上段（　）は、他府省との共管調査で、その数は外数である。

３．農林水産省大臣官房統計部の平成15年６月までの欄は、旧農林水産省大臣官房統計情報部実

　施のものである。

４．従来総務省の内訳としていた公正取引委員会実施分は、平成15年4月以降は内閣府のその他の

　欄に計上している。

平成19年

承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(1)

財
　
務
　
省

厚
　
生
　
労
　
働
　
省

実施機関名

経 済 社 会
総 合 研 究 所内

　
閣
　
府

総
　
務
　
省

そ の 他

法 務 省

文 部 科 学 省

小 計

統 計 局

そ の 他

小 計

本 省

国 税 庁

小 計

小 計

大 臣 官 房
統 計 情 報 部

社 会 保 険 庁

中 央 労 働
委 員 会

そ の 他

61



承認統計調査の実施機関別・月次別承認件数（報告様式単位）(2)

平成20年 備　考

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

24

4 11

2 2

1 1

(2)

8 3 2 2 7 5 8 8

(2)

12 3 39 1 2 7 5 8 8 3

2 1 1 1 1 19

4

2 1

(2) (1)

6 4 1 2 1 2 8

(2) (1)

12 1 5 2 1 3 3 21 8

4 1 1 1 2 4

4 2 3 10 2 5 2 2 1

4 5 3 1 5 10 2 5 2 2 5

(1)

2

8 4 2 2

4 2 1 1

20 34 59 18 45 31 31 23 19 22 34 34

20 34 63 20 45 31 32 23 20 22 34 34

平成19年年（月）

実施機関名

農
　
林
　
水
　
産
　
省

大 臣 官 房
統 計 部

総 合 食 料 局

林 野 庁

水 産 庁

そ の 他

小 計

経
　
済
　
産
　
業
　
省

経済産業政策局
調 査 統 計 部

資 源
エネルギー庁

中 小 企 業 庁

そ の 他

小 計

国
土
交
通
省

総 合 政 策 局
情 報 管 理 部

そ の 他

小 計

環 境 省

合
　
　
計

共
管
調
査

延 件 数

実 数
(1)

単 独 調 査
(2)

総 承 認 件 数

(1)＋(2)
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届出統計調査の実施機関別・年次別受理件数

昭和 平成

41～ 46～ 51～ 56～ 61～ ３～ ８～ 合　計

45年 50年 55年 60年 ２年 ７年 12年 13年 14年 15年 16年 17年 18年 19年

新 規 58 54 43 39 32 27 11 5 8 8 4 4 8 6 307

変 更 69 72 99 108 88 79 103 15 23 29 15 30 30 19 779

中 止 6 3 7 11 9 1 2 1 1 5 5 3 54

新 規 358 282 367 354 355 389 386 75 63 67 72 80 63 64 2975

変 更 329 299 199 140 177 210 218 88 29 74 62 54 87 35 2001

中 止 4 4 8 2 15 16 39 10 4 4 7 4 24 6 147

新 規 105 82 85 124 139 127 130 26 28 240 371 30 38 39 1564

変 更 131 65 55 49 61 114 93 24 24 16 12 14 15 10 683

中 止 1 1 5 2 12 1 3 2 1 0 28

新 規 2 6 2 1 0 11

変 更 10 9 10 16 16 9 5 2 2 1 1 3 84

中 止 2 3 1 1 2 1 1 0 11

新 規 523 424 495 517 528 543 528 106 99 315 447 114 109 109 4857

変 更 539 445 363 313 342 412 419 127 78 121 90 98 133 67 3547

中 止 13 4 14 11 31 19 62 12 10 6 10 10 29 9 240

年（月）

実施機関名

国

合
　
計

日
　
銀
　
等

市

都
道
府
県
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届出統計調査の実施機関別・月次別受理件数

平成20年 備　考

２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月

新 規 1 1 2 1 1

国 変 更 2 6 1 1 2 1 3 2 1

中 止 3

新 規 3 2 4 4 4 7 11 12 6 4 2 3

変 更 3 1 4 5 5 3 7 3 1 2

中 止 3 1 1 1

新 規 2 4 6 13 5 4 1 1

市 変 更 1 1 2 1 1 4 1

中 止

新 規

変 更 1

中 止

新 規 5 3 5 6 9 7 17 26 11 8 3 4

変 更 2 10 1 1 6 8 7 4 8 7 7 4

中 止 6 1 1 1

年（月）

実施機関名

合
　
計

都
道
府
県

日
　
銀
　
等

平成19年
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